
評価対応ＷＧの検討状況

平成１９年１２月１２日

評 価 対 応 Ｗ Ｇ

資料２－１



1

１－１．評価対応ＷＧの検討内容

・ ＩＣＴによる環境負荷低減事例の募集・検証
・ ２０１２年までのＩＣＴ分野の電力消費量、ＣＯ２排出削減効果予測

１．ＩＣＴ分野における電力消費量、ＣＯ２排出削減効果の予測

２．ＩＣＴによるさらなるＣＯ２排出削減に向けた方策

３．ＩＣＴ分野における地球温暖化問題への対応に向けた国際的な貢献方策

・ ＩＣＴのトレンドを踏まえた環境貢献アプリケーションの検討
・ 企業・家庭等における環境にやさしいＩＣＴ利活用促進のためのインセンティブ付与のあり方

・ ＩＣＴのグローバル性も考慮した国際的な対応方策
・ ２０３０年、２０５０年など長期的視点に立った提言

※第１回「地球温暖化問題への対応に向けたＩＣＴ政策に関する研究会」（平成１９年９月２６日）決定
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１－２．評価対応ＷＧ構成員

株式会社ＮＴＴデータ 技術開発本部 副主任研究員山田 英二

富士通株式会社 環境本部 環境技術推進統括部 統括部長付端谷 隆文

日本政策投資銀行 公共ソリューション部 ＣＳＲ支援室長野田 健太郎

日本電信電話株式会社 情報流通基盤総合研究所 環境経営推進プロジェクトマネージャー西 史郎

株式会社日立製作所 情報・通信グループ 環境推進センタ 主任技師西 隆之

日本電気株式会社 環境推進部 エキスパート中山 憲幸

特定非営利活動法人 ＡＳＰインダストリーコンソーシアムジャパン 常務理事 兼 技術部会長津田 邦和

社団法人日本民間放送連盟 総務委員会 環境対策検討部会 委員

株式会社東京放送 総務局 施設管理部長

高橋 正登

株式会社東芝 研究開発センター エコテクノロジー推進室 室長小林 英樹

トヨタ自動車株式会社 ＩＴ・ＩＴＳ企画部 調査渉外室 担当部長神崎 洋

松下電器産業株式会社 パナソニックシステムソリューションズ社首都圏本部 ソリューション第５グループ 課長岩崎 哲

社団法人電子情報技術産業協会 テレビネットワーク事業委員会／テレビ省エネ専門委員会 主査

ソニー株式会社 テレビ事業本部 品質保証部門 環境技術課 統括課長

井上 浩之

日本放送協会 技術局計画部 統括担当部長石井 晃

ＫＤＤＩ株式会社 総務・人事本部 総務部 環境推進グループリーダー安藤 亨

東京理科大学 理工学部 教授

（主査）

森 俊介

（敬称略 五十音順）
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１－３．評価対応ＷＧの開催状況

第１回会合（平成１９年１０月３日）

・ ＷＧの進め方

・ ＩＣＴによる環境負荷低減事例の募集

第２回会合（平成１９年１０月１９日）

・ ＩＣＴによる環境負荷低減事例の募集

・ 通信分野の電力消費量、ＣＯ２排出削減効果（日本電信電話（株）発表）

第３回会合（平成１９年１１月２日）

・ ＩＣＴによるさらなるＣＯ２排出削減に向けた方策

（日立情報通信エンジニアリング（株）、日本電気（株）、ＡＳＰＩＣ Ｊａｐａｎ、日本政策投資銀行発表）

第４回会合（平成１９年１１月３０日）

・ 放送分野の電力消費量、ＣＯ２排出削減効果

（（社）日本民間放送連盟、日本放送協会、（社）電子情報技術産業協会発表）

・ ＩＣＴによるさらなるＣＯ２排出削減に向けた方策（日本電気（株）、富士通（株）、松下電器産業（株）発表）

・ ＩＣＴによる環境負荷低減事例の応募状況

・ 海外の動向
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○募集内容：

ＩＣＴを利活用して実際にＣＯ２排出量を削減させた事例（例：テレワーク、ＴＶ会議、物流・配送、ＳＣＭ、電子出版、
ペーパーレス化、オンラインショッピング、エコドライブ等）

○応募件数： ３９件（平成１９年１２月１２日時点）

○応募企業・団体：

（株）三越、ハウス食品（株）、香川県庁、ながぬま農業協同組合、
（財）栗山町農業振興公社 等

○応募事例：

社内グループウェア、地理情報システムによる農地管理、ｅラーニング、
遠隔ＰＣサポート、就業管理システム、ＰＯＳシステムの更新、次世代
オフィス 等

「ＩＣＴによる環境負荷低減事例」
及び「ＣＯ２排出削減に資する
ＩＣＴ研究開発課題」の募集

※総務省報道資料
（平成１９年１０月２６日）

http://www.soumu.go.jp/s-
ews/2007/071026_12.html

○ 集まった事例について、ヒアリングを行い必要な情報を収集し、ＷＧにおいて実際のＣＯ２排出削減量を評価

○ 効果的な事例の普及を促進するため、ベストプラクティス集を作成

生産・流通・輸送 事務所・店舗 家 庭

・ＩＴＳ
（高度道路交通
システム
（ＶＩＣＳ、ＥＴＣ））

・ＢＥＭＳ
(ビルエネル

ギー管理
システム)

生産・流通・輸送 家 庭

・物流・配送
管理支援
システム

・オンライン
ショッピング

・音楽、画像、
ソフト配信

人・物の移動を少なくする

事務所・店舗

・テレワーク
・ＴＶ会議
・遠隔医療

生産・流通・輸送 事務所・店舗 家 庭

・ＳＣＭ
・電子タグの活用

・ペーパレス
オフィス

・電子カルテ
・電子マネー

・電子出版
・音楽配信
・ソフト配信

物の生産を効率化・紙の使用量を削減

(物のトレーサビリ

ティ、リサイクル・リ
ユースの自動化・
効率化に貢献)

エネルギー利用効率を改善

・ＨＥＭＳ
(ホームエネ

ルギー管理
システム)

２．ＩＣＴによる環境負荷低減事例の募集・検証
～ＩＣＴによる環境負荷低減事例の募集～
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【ＩＣＴのプラスの効果】

業務の効率化やエネルギー使用、人の移動、物の消費等が適正化さ
れることによるＣＯ２削減効果。

【ＩＣＴのマイナスの影響】

ＩＣＴシステム及びネットワークの利用によるＣＯ２排出。

ＣＯ２排出削減量 ＝ 【ＩＣＴのプラスの効果】 ― 【ＩＣＴのマイナスの影響】

ＣＯ２排出削減量の算定

① ＣＯ２排出量について

② 算定について

【ＩＣＴのプラスの効果】

ＩＣＴサービスやシステム導入前後のそれぞれの物量を算出し、差分
に原単位を掛け合わせることにより、ＣＯ２排出量を算出。把握する環
境負荷項目として、①物の消費、②電力消費・エネルギー消費、③人
の移動、④物の移動、⑤オフィススペースの効率化、⑥物の保管、⑦
業務効率化、⑧廃棄物の８項目がある（右表参照）。

【ＩＣＴのマイナスの影響】

ＩＣＴシステムの利用によるＣＯ２排出量とネットワーク利用によるＣＯ２

排出量により算出。

＜ＩＣＴのプラスの効果算定における環境負荷項目＞

説 明環境負荷項目

ＩＣＴシステム導入により、物の消費量

（紙の消費量など）に変化があったか

① 物の消費

ＩＣＴシステム導入により、電力・エネル

ギーの利用に変化があったか

② 電力消費・

エネルギー消費

ＩＣＴシステム導入により、人の移動に変

化があったか

③ 人の移動

ＩＣＴシステム導入により、物の移動に変

化があったか

④ 物の移動

ＩＣＴシステム導入により、オフィスの照

明や空調等の電力消費量に変化が

あったか

⑤ オフィス

スペース効率化

ＩＣＴシステム導入により、物の保管ス

ペースの照明や空調等の電力消費量

に変化があったか

⑥ 物の保管

ＩＣＴシステム導入により、業務者の執務

量に変化があったか

⑦ 業務効率化

ＩＣＴシステム導入により、廃棄物の排出

量に変化があったか

⑧ 廃棄物

（参考）ＩＣＴによる環境負荷低減事例の募集・検証
～ＩＣＴによる環境負荷低減事例の検証～
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３－１．２０１２年までのＩＣＴ分野の電力消費量、ＣＯ２排出削減効果予測
～通信分野～

① ＩＣＴ提供に必要となる主要な機器類を明確化

② 機器類の利用台数（加入者数）を出荷統計や今後の出荷予測のデータ等により算出

③ 機器類等の消費電力を調査し、利用台数（加入者数）から全体のエネルギー消費量を算出。なお、省エネ対策した場合
のケースも評価

・ ＩＣＴ活用シーンの設定

・ シーンの分類を行い、重複を回避

・ 算出モデルの設定

・ 入手可能な統計値を用い、推量値を低減

・ ＩＣＴの普及度をもとに経年評価

※なお、京都議定書目標達成計画に掲載されているＩＣＴは、その値を計上（テレワーク、ＩＴＳ、ＢＥＭＳ・ＨＥＭＳ）

電力消費量の算定方法

ＩＣＴ活用によるＣＯ２排出削減効果予測

今後、２０１０年から２０１２年までのデータ収集（最新の統計資料の調査）

→ ない場合は２０１０年までのトレンドを２０１２年まで延伸

→ トレンドの延伸が難しい場合は仮定

また、データセンタの現状をアンケート・ヒアリング等により調査し検証を加える
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データ
センタ
空調

基地局、交換機、空調

交換機、空調

携帯端末

モデム類（BBルータ等）

ルータ、HUB

PC サーバ

固定系

移動系

SI系

ユーザ 事業者

１加入当たりの消費電力量×加入者数の推計値

各サービスの加入者数（シナリオ）と同じ

１台当たりの消費電力×稼動台数の推計値×使用時間

実態調査による代表的な製品の消費電力 シナリオによる

電話機 FAX

データセンタの単位面積
当たりの電力消費量

データセンタの
延べ床面積の推計値×

文献より 文献より

１台当たりの消費電力 × 稼動台数の推計値 × 使用時間

代表的な製品の消費電力 JEITAや他の調査機関の調査報告資料
の出荷台数予測値から推計

（参考）２０１２年までのＩＣＴ分野の電力消費量、ＣＯ２排出削減効果予測
～ＩＣＴシステム（通信分野）によるエネルギー量の推計方法～
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１．１． 送信設備の電力消費量送信設備の電力消費量

【増加要因】 ・ テレビ放送所のデジタルとアナログのサイマル放送（２００３～２０１１年）
・ デジタル送信設備は、放送機用の冷却機の大型化や、遅延装置等新たに設置する機器があるため、

消費電力がアナログよりやや増加
【減少要因】 ・ アナログテレビ放送の終了（２０１１年７月）

・ ラジオ大電力放送所の送信機の高効率化

２．２． 送出設備の電力消費量送出設備の電力消費量

【増加要因】 ・ テレビのデジタル化に伴うサービス数増加（マルチ２ｃｈ、３ｃｈ＋ワンセグ）、ＥＰＧ・データ放送等機能増加、
ＨＤＴＶ化、符号化・多重化等圧縮・多重設備の追加

【減少要因】 ・ アナログテレビ終了に伴うアナログＴＶスーパープロセス部分、アナログＴＶネット送出機能、文字多重化
設備等の削減

３．３． その他の電力消費量その他の電力消費量

（例）番組制作のテープレス化（ビデオテープによる編集からノンリニア編集へ）

【増加要因】 ・ サーバの運用

【減少要因】 ・ ＶＴＲ・編集機の撤去

現在、放送事業者の電力消費量について検討中（２０１１年７月までサイマル放送により電力消費量は増加するが、
アナログテレビ放送の終了により、その後一部減少すると推定）

３－２．２０１２年までのＩＣＴ分野の電力消費量、ＣＯ２排出削減効果予測
～放送分野（事業者）の電力消費量～
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（出典）(社)電子情報技術産業協会

液晶パネルの透過率の向上、バックライト蛍光管の低消費電力化、プラズマパネル構造の改善等の省エネ技術により、

液晶テレビ・プラズマテレビの同一サイズの年間消費電力量は大きく削減

＜液晶テレビ・プラズマテレビの年間消費電力量推移＞＜液晶テレビ・プラズマテレビの年間消費電力量推移＞

３－３．２０１２年までのＩＣＴ分野の電力消費量、ＣＯ２排出削減効果予測
～放送分野（テレビ受信機）の電力消費量①～
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（出典）(社)電子情報技術産業協会

○ ２００１年から液晶テレビ、プラズマテレビの普及が始まり、ブラウン管テレビから薄型テレビへ急速に移行

○ ２０００年１２月からＢＳデジタル放送、２００２年３月から１１０度ＣＳ放送、２００３年１２月から地上デジタル放送が開始
され、２０１１年にはアナログ放送が終了する予定であることから、アナログテレビからデジタルテレビへの移行も進展

＜テレビの市場動向（出荷台数及び需要予測）＞＜テレビの市場動向（出荷台数及び需要予測）＞

実績値 予測値

３－４．２０１２年までのＩＣＴ分野の電力消費量、ＣＯ２排出削減効果予測
～放送分野（テレビ受信機）の電力消費量②～
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（出典）(社)電子情報技術産業協会

○ ブラウン管テレビの年間消費電力量は低下したものの、２００４年以降、薄型テレビによる大型化に伴い全体の年間消
費電力量は増加傾向

○ ２００８年以降は、消費電力の低減効果と大型化が横ばいとなり低下傾向を示すと予測

＜１年に出荷されるテレビ１台当たりの平均年間消費電力量の推移＞＜１年に出荷されるテレビ１台当たりの平均年間消費電力量の推移＞

（注）それぞれの年に出荷されたテレビ全体の平均年間消費電力量を出荷台数による加重平均で算出
（デバイス別の加重平均年間消費電力量と出荷台数比率により算出）

実績値 予測値

３－５．２０１２年までのＩＣＴ分野の電力消費量、ＣＯ２排出削減効果予測
～放送分野（テレビ受信機）の電力消費量③～

推定値 実績値
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４．ＩＣＴによるさらなるＣＯ２排出削減に向けた方策

１． インセンティブ付与

→ 環境格付手法を用い、環境配慮型経営に取り組む企業の資金調達を支援する融資制度等も参考に、財政的支援について検討

２． ＩＣＴによる環境負荷低減の特質（影響が他分野で発生する場合がある）を考慮した企業の取組の促進支援

→ 環境自主行動計画等での企業の取組に算入できる仕組みの検討

３． 普及啓発

→ ベストプラクティス表彰、セミナー開催等の検討

１． ＩＣＴ設備のデータセンタへの集約化（ハウジング）

サーバ等をユーザが個々に所有する形態からデータセンタに集約することにより、電源・冷房等の効率的運用

２． ＩＣＴ設備の統合化・共有化（ホスティング・ＡＳＰ利用）

サーバ統合やユーザ間での設備共有による効率化

３． データセンタ全体での省エネ化

・ 空調を考慮した機器配置・ファシリティ

・ 直流給電、水冷方式

・ 外気・地下水等の有効利用

４． その他

・ シンクライアントシステム採用によるオフィス内ＰＣの省エネ化

・ 膨大な情報管理の省エネ化を実現するストレージ方式

→ 我が国のデータセンタに関する実態調査を実施

→ ＣＯ２排出削減効果実現のためのインセンティブ付与の検討

データセンタへのＩＣＴ設備の集約化等によるＣＯ２排出削減

ＩＣＴによる環境に配慮した取組を促進するための方策
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２００７年２月にＡＭＤ、ヒューレット・パッカード、ＩＢＭ、サン・マイクロシステムズが主導して結成した、データセンタの省エネ
化を促進するためのコンソーシアム

○ データセンタの省エネ化をグローバルで加速させる

・ データセンタの電力消費と効率をリアルタイムに計測

・ データセンタ企業にデータセンタの設計手法、運用方式を提供

・ データセンタの省エネ化に貢献する技術ロードマップを策定

○ ボード企業： ＡＭＤ、デル、ヒューレット・パッカード、ＩＢＭ、インテル、マイクロソフト、サン・マイクロシステムズ 等

○ コンチュリビュート企業： ブリティッシュテレコム、エリクソン、ＰＧ＆Ｅ、シスコシステムズ、富士通・シーメンス・
コンピューターズ 等

＜２００７年技術ロードマップ＞＜２００７年技術ロードマップ＞

○基準とメトリックス（指標）の開発（Ｑ３’０７）

○データセンタ電力効率の明確化（Ｑ３’０７）

○省エネデータの収集を運用化（Ｑ４’０７）

○省エネ基準のための市場調査（Ｑ３’０７）

○ベストプラクティスな運用方式（Ｑ４’０７）

○データセンタ性能のデータベース（Ｑ４’０７）

○ロードマップ初版の発表（Ｑ４’０７）

○電力供給方式に関する研究（Ｑ３’０７）

○冷却方式に関する研究（Ｑ４’０７）

活動方針

参加企業

概 要

データ収集 データアセスメント 技術提案

５－１．国際的動向
～Ｔｈｅ Ｇｒｅｅｎ Ｇｒｉｄ～
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○ ２００７年６月よりグーグルとインテルが主導して電力効率に優れたコンピュータやサーバの利用による環境保全プログラム（「イニシアチブ」
プログラム）の枠組みを構築

○ コンピュータ及びそのコンポーネントに関する新しい厳格な電力効率の目標基準を設定し、かつ一般消費者及びユーザ企業による電力
効率に優れたコンピュータと電力管理ツールの導入を世界規模で促進

○ ボード企業： グーグル、インテル、デル、マイクロソフト、ＰＧ＆Ｅ、世界自然保護基金（ＷＷＦ） 等

○ スポンサー企業： ヤフー、ｅＢａｙ、スターバックス、サン・マイクロシステムズ、ユニシス、ＡＭＤ、富士通（株）、（株）日立製作所、
日本電気（株） 等

２０１０年までに全世界のコンピュータの電力効率を５０％向上させることで

→ ２０１０年までに全世界の消費エネルギーを合計で５５億ドル分節約させる

→ ＣＯ２排出量を年間５，４００万トン削減させる

概 要

目 標

参加企業

５－２．国際的動向
～Ｃｌｉｍａｔｅ Ｓａｖｅｒｓ Ｃｏｍｐｕｔｉｎｇ Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ ～

○ コンピュータ／コンポーネント・メーカ： 「イニシアチブ」プログラムの定める電力効率基準（年度ごとのＰＣ及び量産型サーバの電力効率
目標と、どのレベルの効率の製品をどれだけ購入すべきかの基準（本年中に制定予定））を満たすか、またはその基準を上回る製品の開発・
製造及び購入

○ ユーザ企業： 「イニシアチブ」プログラムの定める電力効率基準を満たすか、またはその基準を上回る製品の購入、及び電力効率向上の
ための電力管理ツールの使用

○ 環境団体／消費者団体／政府関連団体／公共団体： 電力効率に優れた製品や電力管理ツール使用のメリットをエンドユーザへ啓蒙

○ 電力会社： 「イニシアチブ」プログラムの定める電力効率基準を満たすか、それを上回る製品の購入者を対象にした割引プログラムの実施

○ 一般消費者： オンラインでのプログラム参加宣言、電力効率に優れた製品の購入、電力管理ツールの使用

参加対象及び参加内容
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５－３．国際的動向
～”Ｓａｖｉｎｇ ｔｈｅ ｃｌｉｍａｔｅ ＠ ｔｈｅ ｓｐｅｅｄ ｏｆ ｌｉｇｈｔ”～

背景
○ＥＵにおける２０２０年、２０５０年レベルでの大規模

なＣＯ２排出削減のためには、これまでのような対策
だけでは不可能であり、インフラ、ビジネス・ライフス
タイルの構造的な変革を可能とするＩＣＴの利用が不
可欠。

ロードマップ
☆第一フェーズ

テレビ会議、テレワーク等いくつかのＩＣＴ利活用に
より、2010年までにＥＵにおいて5千万トンのＣＯ２排
出を削減。

☆第二フェーズ

2020年をターゲットとした戦略を2010年までに策定。
戦略では、さらなるICTサービスやシステムソリュー
ションを盛り込み、持続可能な消費、生産、都市計
画、コミュニティ開発等の領域にも踏み込んだ、意欲
的なＣＯ２排出削減のＩＣＴ利用をターゲットとする。

○ 世界最大の自然保護ＮＧＯである世界自然保護基金（World Wide Fund for Nature：WWF）と欧州電気通信事業者協会
（ETNO）が、２００４年１１月から開始した共同プロジェクト。

○ ＩＣＴの利用によるＣＯ２削減について検討を行い、ＥＵレベルでの政策策定を求める活動を実施。

○ ２００６年１０月に「ＥＵ等におけるＣＯ２排出削減の第一ロードマップ」を作成・公表。

ロードマップの概要

テレワーク：ＥＵ25カ国の就業者の10％がテレワークを実施することに
より、年2200万ﾄﾝのＣＯ２削減。

電話会議：ＥＵ25カ国の就業者が年間1回の会議を電話会議におきか
えることにより、年212.8万ﾄﾝのＣＯ２削減。

ＴＶ会議：ＥＵ25カ国の出張の20％をＴＶ会議に置き換えることにより、
年2235万ﾄﾝのＣＯ２削減。

オンライン電話料金請求：ＥＵ15カ国の全てのｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱｸｾｽ世帯、Ｅ
Ｕ25カ国の全ての携帯電話加入者の料金請求をオンライン
にすることにより、年103万ﾄﾝのＣＯ２削減。

Ｗｅｂ税申告：ＥＵ25カ国の全就業者（1億9300万人）がｲﾝﾀｰﾈｯﾄにより
税還付申告を行うことにより、年19万5790ﾄﾝのＣＯ２削減。
等
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５－４．国際的動向
～国際電気通信連合（ＩＴＵ）①～

＜環境に関する取組＞＜環境に関する取組＞

ＩＴＵーＴ（ＩＴＵ電気通信標準化部門） テクノロジーウオッチブリーフィングレポート “ＩＣＴと気候変動” （２００７年１１月）

１． 気候変動とＩＣＴの影響

ＩＣＴ分野は２．５％の温室効果ガスを排出しており、ＩＣＴの占めるＧＤＰの割合に比べると非常に小さいが、これはＩＣＴの主なアウトプットが
物質ではなく情報であることに起因。しかし、ＩＣＴユーザの増加、ユーザ一人あたりが使用するＩＣＴ機器の増加、機能の高度化、不必要な
ＩＣＴの使用の増加等に伴い、ＩＣＴの利用は増加の一途をたどっており、ＣＯ２排出削減に向けた取組が必要。

２． 気候変動モニタリングに関するＩＣＴの活用

ＩＣＴは、センサによる遠隔モニタリング・データ収集、航空写真・衛星画像・グリッド技術・ＧＰＳ等の発達を通じた気候変動モニタリングに
資するとともに、地球の大気のモデル化等に貢献。

３． 地球温暖化に対するＩＣＴと協調行動

・ ＩＣＴ分野自体のエネルギー消費を削減することで、ＩＣＴは“直接的に”地球温暖化問題に貢献可能。
・ ＩＣＴを活用してＣＯ２を排出しないよう代替を行うことで、ＩＣＴは“間接的に”地球温暖化問題に貢献可能。
・ 他分野においてＣＯ２削減を行いそれをモニタリングする技術を提供することにより、ＩＣＴは“構造的に”地球温暖化問題に貢献可能。

４． 気候変動に関するＩＴＵ－Ｔの取組

ＩＴＵｰＴはスタディーグループを通じ、既に気候変動に関する標準化、調査研究等の取組を実施。

取組例： 電気通信機器の所要電力の低減（例：Ｇ－ＰＯＮの省エネ化）、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）（ＮＧＮは現在のＰＳＴＮ（公衆交換
電話網）と比べ、エネルギー消費量を４０％削減するとの試算あり）、ＲＦＩＤ・センサーを用いたエネルギー制御等に役立つユビ
キタス・センサー・ネットワーク（ＵＳＮ）、渋滞解消に役立つＩＴＳ、交通代替に役立つテレビ会議システム 等

５． 気候変動に対するＩＴＵ－Ｔの戦略と選択肢

２００８年前半にＩＣＴ標準化と気候変動をテーマにしたシンポジウムを開催、ＩＣＴと気候変動に関するハンドブックの発行を検討、
ＩＣＴによるＣＯ２排出削減量の計算方法の開発や個々の装置等のエネルギー効率化の標準の検討 等
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５－５．国際的動向
～国際電気通信連合（ＩＴＵ）②～

＜環境に関する取組＞＜環境に関する取組＞

ＩＴＵーＴ ＴＳＡＧ（電気通信標準化アドバイザリーグループ）会合 （２００７年１２月３～７日）

“ＩＣＴと気候変動”に関するレポート（Ｐ２１）について

ＩＣＴと気候変動は重要なテーマであり、温室効果ガス削減に向けたＩＴＵ－Ｔの貢献を強化するため、ＴＳＡＧはＴＳＢ（電気
通信標準化局）ディレクターに以下のとおり提案するとともに、ＩＴＵｰＴの各スタディーグループに連絡することを決定した。

○ ＧＳ（事務総局）、ＢＤＴ（電気通信開発局）及びＢＲ（無線通信局）と協力し、２００８年４月にＩＣＴと気候変動に関する
ワークショップを開催すること

・ このワークショップでは以下の３つの観点から議論を行う

① ＩＴＵ－Ｔ勧告を通じてＩＣＴ分野自体のエネルギー消費を削減することで、ＩＣＴは“直接的に”地球温暖化問題に
貢献可能

② ＩＣＴを活用してＣＯ２排出を伴う活動の代替を行うことで、ＩＣＴは“間接的に”地球温暖化問題に貢献可能
③ 他分野におけるＣＯ２削減を行いそれをモニタリングする技術標準を提供することにより、ＩＣＴは“構造的に”地球

温暖化問題に貢献可能

○ ワークショップの結果とＴＳＡＧのさらなる提案に基づき、ＷＴＳＡ（電気通信標準化総会：２００８年１０月開催）に対し
以下を含む包括的なレポートを作成すること

・ ＩＴＵ－Ｔ規格の実行により可能となる温室効果ガス排出削減目標の設定

・ 新規（及び既存）勧告の温室効果ガス排出の影響を評価するための気候制御要件のチェックリストの作成、また必要
であればＩＴＵの気候変動に関する目標を達成するためのアクションプランの策定

・ ２００８年のＷＴＳＡに提案する気候変動の改善に関する決議案並びに２００９～２０１２年の４年間における温室効果
ガスの削減に関する研究課題案の作成 等
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６．今後の検討事項

１．ＩＣＴ分野における電力消費量、ＣＯ２排出削減効果の予測

○ ＩＣＴによる環境負荷低減事例の評価

→ベストプラクティス集の作成

○ ２０１２年までのＩＣＴ分野における電力消費量、ＣＯ２排出削減効果の予測

→ＩＣＴによるＣＯ２排出削減効果の可視化

２．ＩＣＴによるさらなるＣＯ２排出削減に向けた検討

○ ＩＣＴによるさらなるＣＯ２排出削減方策の深掘り

→環境に配慮したＩＣＴ運用方法

→新たな環境貢献アプリケーション

→企業に対するインセンティブ付与 等の促進方策

３．ＩＣＴ分野における地球温暖化問題への対応に向けた国際的な貢献方策

→ＩＴＵの取組に対する貢献を始めとして、ＩＣＴと地球温暖化問題に関する国際的な連携
への貢献方策

→２０３０年、２０５０年など長期的視点に立った提言


